
新エネルギービジョンの推進に関する
令和６年度の取組状況と課題について

令和７年２月１２日

三重県 雇用経済部 新産業振興課
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◼ 国全体でカーボンニュートラルを推進する中、「三重県新エネルギービジョン」では、国の第６次
エネルギー基本計画に基づく三重県への新エネルギーの導入推定値や、これまでの導入実績
の傾向を勘案し、令和８(2026)年度までに、一般家庭で消費されるエネルギーの94.0万
世帯に相当する新エネルギーを県内に導入するという目標を設定。

◼ 脱炭素社会の実現に向けた対応など世界的な潮流を的確にとらえつつ、国のグリーン成長戦
略もふまえ、県内地域産業の成長に向けた絶好のチャンスとするため、環境と経済の好循環の
創出を図るゼロエミッションみえプロジェクト推進方針を掲げ、この柱の１つとして、「再生可
能エネルギーの導入・利用促進」を推進。

◼ 三重県における再エネの導入状況や国の動向など、昨年度からの進捗・課題について御報告
する。

◼ 現状の評価をいただくとともに、今後発展させるべき取組や課題として対応すべき事項、持つ
べき視点について御議論いただきたい。

◼ 国は、令和７年度に第７次エネルギー基本計画の策定を予定。三重県では、令和７年度
末に向けて「三重県新エネルギービジョン」の改定を行う予定。

本日御議論いただきたい事項



１．三重県における新エネルギーの導入実績

２．現在の主な取組

３．今後の取組方針
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① 固定観念からの脱却
エネルギー政策は国に任せ、電力供給は電力会社に任せるという固定観念から脱却し、県として我が国の抱えるエネル

ギーの課題に地域から積極的に貢献。

② 地域におけるエネルギー創出への貢献
防災対策等から小規模分散型電源によるエネルギー確保も目指した、県内の地域資源や地理的特性を生かしたエネル

ギー創出。

③ 脱炭素社会の実現への貢献
ライフスタイルや事業活動の変革を促し、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出抑制に貢献。

④ エネルギーと連動した産業振興や地域づくりへの貢献
県内企業の創エネ・省エネ・蓄エネの技術開発や次世代の地域エネルギー等の活用による環境・エネルギー関連産業の振

興に向けた戦略的な展開により、三重県の持続可能な地域活性化に貢献。

⑤ 協創の推進
県民、事業者、行政などが、それぞれより多くの主体の参画を促しながら、「協創」の理念に基づいて、地域全体で「みえの

地域エネルギー力」の向上に取り組む。

新エネルギービジョンで目指す将来像・理念

【１】新エネルギーの導入が進んだ社会
【２】環境に配慮し効果的なエネルギー利用が進んだ社会
【３】環境・エネルギー関連産業の振興による元気な社会

＜基本理念＞

＜３つの将来像＞



エネルギーの種類
R５年度

【R４年度実績】
R６年度

【R５年度実績】
中期目標(R８年度)

【R７年度集計】
比率【%】

①太陽光発電
279.9万kW
(44.5万世帯)

290.8万kW
(46.2万世帯)

267.8万kW
(42.5万世帯)

108.6%

②太陽熱利用
0.2万kL

(0.1万世帯)
0.2万kL

(0.1万世帯)
(0.5万kL)
(0.3万世帯)

45.0%

③風力発電
20.3万kW
(5.0万世帯)

18.8万kW
(4.6万世帯)

26.4万kW
(6.5万世帯)

71.0%

④バイオマス発電
15.7万kW
(13.4万世帯)

15.7万kW
(13.4万世帯)

16.1万kW
(13.8万世帯)

97.5%

⑤バイオマス熱利用
(5.4万kL)
(2.9万世帯)

(5.3万kL)
(2.9万世帯)

(7.6万kL)
(4.1万世帯)

69.2%

⑥中小水力発電
0.64万kW
(0.5万世帯)

0.64万kW
(0.5万世帯)

0.82万kW
(0.6万世帯)

78.2%

⑦コージェネレーション
（燃料電池を除く）

54.3万kW
(15.6万世帯)

54.3万kW
(15.6万世帯)

52.4万kW
 (15.1万世帯)

103.6%

⑧燃料電池 0.6万kW
(0.2万世帯)

0.6万kW
(0.2万世帯)

2.4万kW
 (0.7万世帯)

26.8%

⑨次世代自動車 23.1万台
(4.6万世帯)

25.5万台
(5.0万世帯)

31.7万台
 (6.3万世帯)

80.2%

⑩ヒートポンプ 18.4万台
(3.8万世帯)

19.7万台
(4.1万世帯)

20.8万台
 (4.3万世帯)

94.8%

従来型一次エネルギーの削減量
(世帯数換算）
①～⑩ 合計

90.4万世帯 92.5万世帯 94.0万世帯
92.5万世帯

98.4%
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三重県における新エネルギーの導入実績
◼ 令和６年度現在、中間目標に対して9８%（目標94.0万世帯、現状92.5万世帯）。
◼ 太陽光発電、コージェネレーションについては、令和６年度時点で中期目標を達成するも、
他電源等は、ほぼ横ばいで推移。
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（参考）新エネルギービジョンの概要



（参考）ゼロエミッションみえプロジェクト推進方針
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（参考）S+３Eについて

出典：経済産業省HP



１．三重県における新エネルギーの導入実績

２．現在の主な取組

３．今後の取組方針

9



10

取組方向１：新エネルギーの導入促進
・太陽光発電施設の適正導入の促進・購入支援
・公共施設等への新エネルギーの導入・管理

取組方向２：家庭・事業所における省エネ・革新的なエネルギー高度利用の推進
・地域プラットフォーム構築事業（省エネお助け隊）による中小企業支援
・三重県次世代エネルギーパーク等による環境教育
・家庭向け省エネ家電の購入支援

取組方向３：創エネ・畜エネ・省エネ技術を活用したまちづくりの推進
・地産地消型エネルギーシステムの導入

取組方向４：環境・エネルギー関連産業の育成と集積
・環境・エネルギー関連技術支援

取組方向５：次世代の地域エネルギー等の活用推進
・バイオリファイナリーの推進
・水素・アンモニアの利活用

令和６年度の主な取組
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太陽光発電の現状と検討課題

◼ 令和６年度末時点での導入量は290.8万kW。
◼ 令和５年度から10.9万ｋW増加。
◼ 三重県は2022年の日照時間（年間）が2,194.5時間で全国14位※と良好な日照環境に
あり、今後も導入が進むと考えられる。

◼ 今後、さらなる太陽光発電の導入拡大に向けては地域との共生が重要。そのための検討課題
として、説明会など地域共生の在り方、ペロブスカイト等の新技術開発動向を踏まえた立地
の検討等が挙げられる。

※統計でみる都道府県のすがた（総務省統計局）より

分析

取組方向１ 新エネルギーの導入促進

✓ 良好な日照環境等から、導入が
進み、すでに現ガイドラインの長期
目標も達成済み。

✓ 第7次エネルギー基本計画
（案）では、更なる導入見通し
が示されている。今後ペロブスカイ
ト等の新技術の導入も踏まえた
検討が必要。

✓ 地域との共生を踏まえた導入の
在り方について検討しており、ガイ
ドライン改訂等を進めている。
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風力発電の現状と検討課題

◼ 令和６年度末時点での導入量は18.8万kW。
◼ 風車リプレースの影響で令和５年度に比べ発電量が微減（リプレース後に令和５年度の規
模に回復予定）。

◼ 三重県は、陸上では、年平均風速5.5m/s以上の土地が県土の概ね３分の１を占めてい
る。加えて、洋上についても、伊勢湾口から志摩半島沖にかけて、一定のポテンシャルがある。

◼ 風力発電の導入拡大に向けた検討課題として、景観や環境への影響など地域との共生、
保守点検・維持管理及び人材育成等が挙げられる。

分析

取組方向１ 新エネルギーの導入促進

✓ 導入が伸びていない要因として、陸
上風力については風況の良い地域
に早々に施設が設置されているため、
現時点での適地が少なくなっている
ことが考えられる。

✓ 第7次エネルギー基本計画（案）
の目標達成に向け、更なる風力発
電施設の設置が必要となることから、
洋上風力の導入について引き続き
検討を進める。
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分析

◼ 令和６年度末時点での導入量は15.７万kW。
◼ 令和５年度からは横ばいで推移。
◼ バイオマス発電の導入拡大に向けた検討課題として、燃料の安定調達、未利用資源の活用

等が挙げられる。

バイオマス発電の現状と検討課題

取組方向１ 新エネルギーの導入促進

✓ 三重県では間伐材等の未利用材や
街路樹の剪定枝、流木等を木質バ
イオマス燃料として活用するため、「三
重県木質バイオマスの燃料利用指
針」を策定。

✓ しかし、導入量が伸び悩んでおり、原
因として国内・森林由来の材が高騰
していることや、燃料となる木質チップ
が慢性的に不足状態であることが考
えられる。また、輸入木質チップに
ついては国の支援制度の打ち切
りもあり、（輸入）木質バイオマ

スのみでは今後の発電量の拡大は厳
しい。

✓ 今後、未利用材や廃棄物を活用した
バイオマス発電の利用促進も重要。
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中小水力発電の現状と検討課題

◼ 令和６年度末時点での導入量は0.6万kW。
◼ 令和５年度からは横ばいで推移。
◼ 導入が鈍化している要因として、開発余地の奥地化等に伴う、開発・建設時のコスト面の課

題等が考えられる。

分析

取組方向１ 新エネルギーの導入促進

✓ 県では農業水利施設を活用した
小水力発電マスタープランを作成。

✓ 導入が鈍化している要因として、残
された開発余地が奥地化している
こと、大規模な開発余地が減ってい
ることから、開発期間の長期化・開
発リスクの増大が課題。

✓ 今後は、農業水利施設など適地の
検討に加え、老朽化した既存設備
のリプレースにあわせた高効率化な
ども要検討。
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（参考）太陽光発電設備の購入支援

◆太陽光発電設備等共同購入事業

・対象者：三重県に在住している個人・事業者

・対象設備：太陽光パネル（10kW未満）、

太陽光パネル（10kW未満）＋蓄電池、蓄電池の３パターン

・参加受付期間：令和６年４月１７日～令和６年９月４日

・参加登録数：１,３２９世帯

◆太陽光発電設備等設置費補助事業（事業者向け）

・対象者：三重県内の事業所・事務所

・対象設備：太陽光発電設備（50kW以下）、

蓄電池設備（50kWh以下）

・補助額：太陽光発電設備（５万円/kW）、蓄電池（費用の1/3）

・募集期間：令和６年５月24日～令和６年11月５日

◆太陽光発電設備等設置費補助事業（個人向け）

・対象者：三重県に在住している個人

・対象設備：太陽光発電設備、蓄電池設備

※容量は、市町（補助事業者）が設定

・補助額：太陽光発電設備（７万円/kW）、蓄電池（費用の1/3）

・募集期間：市町（補助事業者）が設定

環境生活部環境共生局地球温暖化対策課
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（参考）太陽光発電の適正導入について

◆三重県太陽光発電保守点検事業者データベース登録制度

太陽光発電の保守点検事業者の実態把握と事業者への情報発信
のため、「三重県太陽光発電保守点検事業者データベース登録制度」
を設置。

・令和６年度時点 登録11事業者

◆太陽光発電事業保守点検技術向上研修

発電事業者の保守点検の重要性の理解・適切な実施の促進及び太
陽光発電設備の保守点検を行える事業者の育成のため実施。

・令和６年1１月２８日実施 参加者14人

◆三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドラインの策定

自然環境や景観との調和が地域課題として顕在化していることから、太陽光発電施設の適正導入を図
るため、「三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドライン」を策定。
更なる適正導入を進めるため、R6.9に改訂実施。
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（参考）洋上風力発電に関する取組（市町合同勉強会）

◆勉強会メンバー
・県（雇用経済部、政策企画部、環境生活部、農林水産部、観光部、県土整備部）
・伊勢市、鳥羽市、志摩市及び南伊勢町の関係部局

◆第１回:R6.2.26、第２回:R6.5.13



「ゼロエミッションみえ」プロジェクト
Zero-Emission MIE Project

18

（参考）洋上風力発電に関する取組（経済波及の可能性調査）

＜主な可能性＞
・保守・管理拠点港（O&M港）の整備
・洋上風力に係る船舶の誘導船などの可能性
・メンテナンス作業船の可能性 など

洋上風力導入にあたり地域が有する特色について着床式、浮体式別に適性評価し、他地域の動向も踏まえ
たうえで、県内経済波及効果について調査します。
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（参考）公共施設等への新エネルギーの導入・管理

◆公共施設等への新エネルギーの導入指針

「三重県新エネルギービジョン」に基づき、新エネルギーの導入目標達成のため、「公共施設等への新エ
ネルギーの導入指針」を策定し、県有施設への新エネルギーの導入を進めています。
令和５年度

       太陽光パネルの導入 約173kW
次世代自動車の導入 約121台（ハイブリッド自動車）
新エネルギーの導入量（累計） 約1,913kW

◆三重県総合博物館太陽光発電設備導入事業（PPA事業）
  事業内容：三重県総合博物館にPPAにより太陽光発電設備を導入
運転開始予定：令和7年4月1日
設備能力：太陽光パネル 195.98kW

 パワコン 150kW

※施設屋上に設置
※既設太陽光発電設備（120kW）が別途稼働中 環境生活部環境共生局地球温暖化対策課

◆三重県人権センターゼロカーボンドライブ事業
事業内容：三重県人権センターにソーラーカーポート（車両2台用）及び電気自動車１台を導入し、

太陽光発電設備で発電した電気を人権センター及び電気自動車に供給
運転開始予定：令和7年3月下旬
設備能力：太陽光パネル 4.9kW以上 環境生活部環境共生局地球温暖化対策課
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取組方向２
家庭・事業所における省エネ・革新的のエネルギー高度利用の推進

省エネの取組の現状と検討課題

CO₂排出量の構成比 エネルギー起源 CO2排出量の構成比

◼ 部門別の構成比では、CO₂排出量に占める
産業部門の割合は57.1％と最も多く、この割
合は全国に比べても高い。

◼ CO₂全体の排出量のうち、エネルギー起源排
出量が 92.7％を占めており、そのうち石油、
ガスなど電気以外のエネルギーによる排出割
合が 60％。

分析

✓ 将来の排出規制強化等が経営上のリスクに
なる可能性がある。

✓ 一方、事業活動の中で資源の効率的な利用
や省エネルギーの徹底、再生可能エネルギー
の導入等を促進させることで、環境に配慮した
経営に取り組むことによる競争力強化や生産
性向上も期待できる。

出典：「三重県地球温暖化対策総合計画」
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電気以外

60%
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取組方向２
家庭・事業所における省エネ・革新的のエネルギー高度利用の推進

企業等に対する取組支援

◆令和６年度脱炭素経営支援事業

アドバイザーによる面談形式での温室効果ガス排出量の現状把握、
SBTの認定基準に準じた中長期の温室効果ガス削減目標の設定に
関する助言など、中小企業の脱炭素経営への取組に関する
個別支援の実施。
令和６年度脱炭素経営支援者数 ３者

環境生活部環境共生局地球温暖化対策課

◆地域プラットフォーム構築事業（省エネお助け隊）

令和６年度採択された株式会社百五総合研究所と一般社団法
人省エネプラットフォーム協会が実施する、中小企業への省エネの取
組を支援。
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家庭向け省エネの取組

◆みえデコ活！省エネ家電購入応援キャンペーン

・対象者：三重県に在住している個人
・対象店舗：みえ省エネ家電推進協力店舗に登録している店舗
・対象設備：エアコン、冷蔵庫・冷凍庫、LED照明器具、

電気温水機器（エコキュート）
・申請受付期間：令和６年４月５日～令和６年８月８日

＜キャンペーンの結果＞
・申請件数：15,094件、交付件数：14,837件
・購入機器総額：3,811,132,954円
・購入された省エネ家電の総数：15,525台
・経済効果：約38億円

環境生活部環境共生局地球温暖化対策課

当キャンペーンで購入した
省エネ家電の値により
算出した削減効果

総消費電力削減量/年 総CO²排出削減量

4,365,379kWh 1,872.747ｔ

取組方向２
家庭・事業所における省エネ・革新的のエネルギー高度利用の推進
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環境教育の取組

◆三重県次世代エネルギーパーク
平成２１年８月５日に経済産業省・資源エネルギー庁長官の認定

を受け、楽しみながら新エネルギーを「見て・触れる」機会を設けるとともに、

ホームページなどを活用して施設を紹介。次世代エネルギーについての県

民の理解と普及促進を図る。

今回は風力発電だけでなく、蓄電池の見学も実施。蓄電池を間近で

見学いただき、蓄電池のしくみについて理解を深めていただいた。

・令和６年度時点 県内 ２３施設

・「令和６年次世代エネルギーパーク夏休み見学ツアー」を実施

・見学先 青山高原ウィンドファーム、東邦ガス津蓄電所

・参加者 １３組２６名

取組方向２
家庭・事業所における省エネ・革新的のエネルギー高度利用の推進
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国はCO₂排出量削減と同時に経済成長の実現を目指し、成長志向型カーボンプライシング構想
の実行を進める。

（参考）国のGXに向けた取り組み

出典：経済産業省HP
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（参考）国の省エネ支援

出典：経済産業省HP
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取組方向３ 創エネ・畜エネ・省エネ技術を活用したまちづくりの推進

◼ 松阪市、鈴鹿市が新電力会社を設立。尾鷲市ではおわせSEAモデル協議会において、尾鷲三田
火力発電所用地の効果的な活用による地域産業の振興を主眼に、活用方法について具体的な
取組を協議・検討している。

◼ 県では令和６年度に地産地消型エネルギーシステムにかかる可能性調査を実施。
◼ この結果を踏まえ再生可能エネルギーの特性を生かした地域経済の活性化の取組を検討していく。

エネルギーの地産地消の取組の現状と検討課題

出典：経済産業省HP

【課題】

・比較的エネルギー消費が見込める地域でな
いと事業採算性が合わない。

・地域関係者との合意形成が必要。

・インフラが整っていない場所ではイニシャルコ
ストがかかる。

・電源に加え、蓄電池などを用いるなど、何ら
かの調整力が必要。



27
政策企画部企画課

エネルギーの地産地消に関する県の取組（令和６年度）



（令和７年度事業）

政策企画部企画課

エネルギーの地産地消に関するの県の取組（令和７年度）
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◼ 松阪市は、東邦ガス株式会社、株式会社第三銀行（現・三十三銀行）、三重信用金庫（現・桑
名三重信用金庫）との共同出資で「松阪新電力株式会社」を平成29(2017)年11月に設立しまし
た。松阪市クリーンセンターで発電された電気を松阪市の公共施設等へ供給することで、エネルギーの
地産地消を実現しています。

◼ また、事業で得た利益を松阪市が地域振興のために設立した基金を通じて活用することで、地域活性
化の取組を推進しています。

（参考）松阪市による新電力

出典：松阪市HP
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（参考）鈴鹿市による新電力
◼ 鈴鹿市は、東邦ガス株式会社、アーバンエナジー株式会社および株式会社三十三銀行と共同出資
して、2022（令和4）年9月28日に、電力の地産地消および脱炭素化の推進を目的として地域
新電力会社「鈴鹿グリーンエナジー株式会社」を設立しました。

◼ 「鈴鹿グリーンエナジー株式会社」は、鈴鹿市の廃棄物焼却施設「清掃センター」の廃熱を利用し発
電した電力や、市内の太陽光発電所などから電力を調達し、2023（令和5）年4月から市の施設
47カ所に供給しています。

出典：鈴鹿市HP
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地域が主体となったまちづくり支援

◆おわせSEAモデル協議会
尾鷲市、尾鷲商工会議所および
中部電力が、尾鷲三田火力発電
所の跡地を「新たなエネルギー」
と「豊かな自然の力」で、産業、
観光、市民サービスを融合した
拠点として、人々が集い活気あ
ふれる「ふるさと尾鷲」を目指
していきます。

（オブザーバー：三重大、三重県）

（参考）おわせSEAモデル

出典：おわせSEAモデル協議会HP
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（参考）脱炭素先行地域の概要

「脱炭素先行地域」とは、全国で脱炭素の取組を展開していくための「実行の脱炭素モデル」となる地域。
2050年カーボンニュートラルに向けて、民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う

CO2排出の実質ゼロを実現し、運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス排出削減についても
国が掲げる全体の2030年度目標と整合する削減を地域特性に応じて実現することを目指す。

出典：環境省 HP

（令和6年12月16日時点）

三重県 度会町、多気町、明和町、
大台町、紀北町、大紀町
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（参考）度会町・多気町・明和町・大台町・大紀町・紀北町の取組計画

出典：環境省 HP

出典：環境省HP
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（参考）脱炭素先行地域の支援策

出典：環境省 HP
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取組方向４ 環境・エネルギー関連産業の育成と集積

工業研究所の取組
◆エネルギー関連技術開発事業
【目的】
三重県内でエネルギー関連産業が発展するために、県内企業のエネルギー関連分野への進
出を促進する。具体的には、工業研究所がエネルギー関連の主要なテーマにおいて技術シーズ
を開発し、企業との共同研究等に取り組むことで、企業におけるエネルギー関連技術の実用化
につなげる。

【令和６年共同研究】
＜シーズ促進型共同研究＞
・ナトリウムイオン電池のフルセル電池試作及び新規負極電極材料の検討

＜技術支援＞
・市販蓄電池性能の評価
・耐火物用新規シリコン系炭化物原料に関する検討
・高融点炭化物セラミックスに関する検討
・エネルギー削減を目的とした製品温度管理技術

＜競争的研究資金＞
・ナトリウムイオン電池用負極材料へのカーボンナノチューブの適用に関する研究
・天然鉱物から炭素含有耐火物用耐酸化抑制剤を合成する技術の確立
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工業研究所が持つ基礎的技術と産業分野を横断する取組テーマの相関関係イメージ

出典：三重県工業研究所の津高等技術学校との一体整備を含む建替え再整備基本計画（中間案）

取組方向４ 環境・エネルギー関連産業の育成と集積



取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進

◆バイオリファイナリーの推進

最新技術等の情報共有により、

ネットワークを拡充し、企業や大学

とともに研究開発プロジェクトの構

築に向けた取組を進めるなど、啓

発活動や情報発信等を進める。

・「みえバイオリファイナリー研究会

公開セミナー」を令和7年2月28

日に開催。

バイオリファイナリーの推進
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取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進

メタンハイドレートに関する情報収集

●国は、鉱業法の特定区域制度に基づき、志摩半島沖について可燃性天然ガス（メタンハイドレート）を目的
とした特定区域を指定。

●特定区域における特定開発者として日本メタンハイドレート調査株式会社が、国（エネ庁）から委託を受け、
志摩半島沖での事前調査井の掘削試験を行っている（2023～2025年度）。

●引き続き、日本メタンハイドレート調査株式会社や国（エネ庁）と連携を図りながら情報収集に努める。

メタンハイドレートの情報収集
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出典：経済産業省HP



コンビナート及び地域の特性を活かしつつ、カーボンニュートラル施策を広く推進する

⚫ CO2分離・回収・
輸送設備の開発と運営

⚫ CCS適地へのCO2運搬
可能性を検討

⚫ LNG等を活用したブルー
水素製造時CO2回収

拠点整備
⚫ 水素・アンモニア輸入受入港

(四日市港)としてのインフラ整
備

⚫ LNG等を活用したブルー水素
製造・供給

⚫ 隣接する他地域（三重県
北勢地域の他産業拠点）
への供給拠点化

水素・アンモニアの
輸入・供給拠点化

コンビナート設備の共有
化

エネルギーの脱炭素化・低炭素化 化学品製造プロセスの脱炭素化・低炭素化 産業集積地の基盤整備／産業誘致

H2

NH3
四日市コンビナートや周辺地域の特性を

活かしたカーボンニュートラルを推進

CO
2

次世代リサイクル技術の確立と運
営
⚫ ケミカルリサイクルの推進
（ポリスチレン、PET他プラスチッ
ク樹脂の再利用、等）

⚫ 廃油等を活用したRD製造
⚫ 廃車資源の再利用・有効活用
（タイヤ回収、油化等）

企業と行政の連携
⚫ 廃プラスチックの回収ルート、
リサイクルスキームの構築

SAF製造・副生ガス利用
等

電力・熱
⚫ 発電設備の共同運営・共有

化（水素・アンモニア混焼、
バイオマス発電等）

⚫ 熱・蒸気供給設備（ボイラー、
コジェネ等）の共有化

水素・アンモニア
⚫ 水素・アンモニアの受入設備

／輸送・貯蔵設備（パイプラ
イン等）の共用化

SAF
⚫ 廃食油等を活用したSAF製造
体制の整備と運営

副生ガス
⚫ SAF製造時副生ガスの原料利
用

⚫ 発電時排ガスの原料・熱利用
⚫ 副生メタンの有効活用

CO2回収・利用

利活用
⚫ 火力自家発電設備の

水素・アンモニア混焼の促進
⚫ 水素・アンモニアの産業部門

ボイラーでの活用
⚫ ナフサ分解炉における
燃料アンモニア利用

⚫ バイオナフサ等の利用
によるバイオマス
由来化学品の供給

⚫ 藻類からのバイオ原料
製造

原料・製品のバイオマスシフト

リサイクル推進

次世代水素モビリティの展開

事業立上げ・拡大
⚫ FCV（燃料電池車）を軸に、

水素モビリティ事業を、四日
市や周辺地域で展開

2050年の四日市コンビナートの将来ビジョン(グランドデザイン)

39

取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進



既存部会の取組状況について

これまでの検討によって、取組における課題や部会横断で検討すべき事項等を特定・抽出した。今後は課題
整理とともに部会の整理・合理化を進めながら、継続的に取組を推進し、検討を深化・具体化していくことが
必要である

各ステークホルダー間の横断テーマ・課題を中心に、事務局が検討推進や連携をリード推進方針

当初想定の活動内容 これまでの検討現部会 今後に向けた課題

• SAF製造の実証・事業化に向けた
廃食油回収量調査、SC検討

•原料となる廃食油の賦存
量試算

生産プロセス
部会

•現状、SAFの国内（特に中部圏）需要が限定的

• 原料調達・確保

• エチレンプラント副生ガス有効利用に
向けた需要・供給量調査、設備投
資規模・スケジュール・中部圏での連
携方向性協議

•副生ガスの組成・流量を
部会内で共有

• 需要や課題を整理

副生ガス
利活用

検討部会

• 需給マッチングの精度向上

• 水素等利活用との連動

• 環境価値配分方法の整理

• 水素・アンモニア需要・供給量の
詳細調査

• 中部圏との連携方向性協議

•背後圏を含む需要量（推
察含む）の調査

•拠点整備に関するFS実施

水素・
アンモニア
拠点化

検討部会

• 運営体制構築

• 工期長期化、コストアップ等への対応検討

•企業と行政が連携した有価物の
分別・回収スキームの構築

•事業が具体化している品目
の回収実証実験等を実施

•行政の資源循環施策の
情報収集・意見交換

ケミカル
リサイクル
連携部会

•事業が具体化していない品目を含む、企業と行政の
連携検討

•電力や蒸気の供給に係る共同設備
設置に向けた検討

• CO2回収に係る設備やその投資
規模の調査

•他地域事例収集

• 課題認識の共有

• CO2回収需要量調査

共同インフラ
設備連携
検討部会

• インフラ整備に関連した水素・アンモニア等との共通
検討事項の整理

広域・他業種
連携部会

• 企業連携による新規プロジェクトの
可能性探索

•半導体関連、自動車関連、CCS
関連企業等との意見交換

• エンジ会社等から連携事例
を紹介

•他部会で広域・他業種と連
携した検討を実施

•各部会において、広域・他業種と連携しながら検討を
進めていることから実施内容について要整理

取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進
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＜第５回推進会議＞
日時：令和６年７月１日
場所：JERA museum HEKINAN ホール
出席者：
愛知県（会長）、岐阜県、三重県、

中部圏水素利用協議会（副会長）、
㈱ＪＥＲＡ、中部経済連合会、中部
経済産業局、中部地方整備局、中部
地方環境事務所、名古屋市、碧南市、
豊田市、東海市、知多市、日進市、
田原市、みよし市、四日市市、名古
屋港管理組合、四日市港管理組合

➢ 令和６年７月１日に開催された第５回推進会議において、「中部圏水素・アンモニ
アサプライチェーン計画」を策定

➢ 大規模なアンモニアの受入を中心に、四日市エリアは「2030年以降に見込まれる水
素の需要エリア」として計画に位置付け

取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進

中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議との連携

41



内 容：中部圏水素・アンモニア社会実装会議推進会議作成の啓発チラシを用い、地球温暖化や水
素・アンモニアについて紹介。その他、アンモニアの特徴が分かる実験動画や燃料電池自動車、水素発
電等の実験キットを用いて体験しながら、水素・アンモニアについて学習

2050年のカーボンニュートラル達成に向け、新たなエネルギー資源として期待されている水素及びアンモニア
の社会実装を実現するため、中部圏の自治体や民間企業、経済団体等が参画する「中部圏水素・アンモニア社会
実装推進会議」（以下、「推進会議」という。）に三重県、四日市港管理組合、四日市市等が参画しており、水
素及びアンモニアのサプライチェーン構築や利活用の促進に向けた取組を推進。
推進会議による水素及びアンモニアの普及啓発事業として、令和6年10月20日（日）「＠Yokkaichi Baura 

ミーティング」、12月14日（土）「＠四日市市環境フェア」、12月15日（日）「＠みえ環境フェア」において
「水素エネルギーで遊ぼう」ワークショップ等を開催。

中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議における普及活動WG

取組方向５ 次世代の地域エネルギー等の活用推進
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１．三重県における新エネルギーの導入実績

２．現在の主な取組

３．今後の取組方針
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主な課題と今後の取組に関する論点

＜論点①：太陽光発電等の地域共生について＞

◼ 三重県では太陽光発電を中心に再エネ導入が進んでいる。(全国7位:2024.6)

◼ 平成29年に、「三重県太陽光発電の適正導入に関するガイドライン」を制定し、計
画段階から地域とコミュニケーションを取ることなどを定め、適正導入を進めてきた。

◼ 近年、全国的に地域共生に関する課題が広がり、三重県でも地域住民から不適
切管理や景観への影響を懸念する相談が多く寄せられている。

◼ 令和６年９月に、国の動向や県内の状況を踏まえ、ガイドラインを改訂するとともに、
地域と共生した再エネ導入に向け、県内の実態や他県等の動向を調査してきた。
今後は更なるガイドラインの改訂等を進める。

◼ 一方、第７次エネルギー基本計画の策定に伴い、再エネ導入量の目標値が上方
修正される見通し。そのため、地域との共生を図りつつ、更なる導入量拡大に向けた
取組について検討が必要となり、新たな立地で発電できるペロブスカイト太陽電池
が期待されている。

◼ こうした背景も踏まえ、再エネ設置事業者、地域住民など様々な視点から、地域と
共生した再エネ導入の在り方に関する課題や今後の導入量拡大に向けた取組に
ついてご意見ご紹介をいただきたい。
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三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドラインの改訂

三重県では、平成29年７月より、三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドラインを策定し、太陽光発電施設
の設置に伴う防災・環境・景観上の懸念や地域住民と事業者の間に発生するトラブルに対応。（R6.9.30改訂）
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（参考 再エネ特措法の改正）

FIT/FIP制度の認定要件として、森林法・宅地造成及び特定盛土等規制法・砂防三法（砂
防法・地すべり等防止法・急傾斜地法）の事前許可取得の義務化（R5.10）や、地域住民
への説明の実施（R6.4）を加えるとともに、法令等に違反した者には交付金の停止措置を行
うなど、規制強化を図っている。

出典：経済産業省HP
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三重県地域との共生が図られた再生可能エネルギーの導入検討部会

県内市町や他県等との意見交換を通じて、県内での検討課題を整理。
その検討課題の解決に向け、適正な制度や運用方法等について検討している。（R6.11～）

検討課題

① 対象範囲

・現状のガイドラインは50kW
以上のFIT案件が対象だが、
それ以外の案件の相談が増え
ている。

② 企画立案・運用管理の対応

・地元説明なく着工される事例
や、雑草管理や排水管理等に
ついても地域に十分な説明が
なされないまま運転している
事例がある。

・地域コミュニケーションが適
切に行われる仕組みの検討が
必要。

ゼロエミッション
みえ推進本部

【要綱第６条第１項】・・・幹事会
ゼロエミッションみえ

推進本部 幹事会
（事務局）政策企画部企画課

【要綱第５条第２項】・・・部会
地域との共生が図られた
再生可能エネルギーの導入検討部会

●政策企画部、雇用経済部、環境生活部、
農林水産部、県土整備部

（事務局）政策企画部企画課
雇用経済部新産業振興課

【要領第４条第４項】
有識者出席ヒアリング

3回程度の検討部会をふまえ
報告書としてとりまとめ
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（参考）ペロブスカイト太陽電池の特徴について

出典：経済産業省HP
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（参考）ペロブスカイト太陽電池の開発状況について

出典：経済産業省HP
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（参考）ペロブスカイト太陽電池に関する取組

「次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会」への出席

『ペロブスカイト太陽電池』の量産技術の確立、生産体制の整備、需要の創出等を官民
一体で進めていくことを共有。継続的に本協議会に出席し、情報収集・情報交換を行う。

出典：経済産業省HP
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（参考）ペロブスカイト太陽電池に関する取組

次世代型太陽電池導入可能性調査事業（R7年度事業）

県内への次世代太陽電池の導入推進策を検討するとともに、導入ポテンシャル、経済的波
及効果、普及拡大の可能性について調査する（※県有施設への導入については環境生活
部が別途調査予定）。
また、次世代型太陽電池の優位性（軽量・薄型・低照度発電等）を活かした、従来の

太陽電池では実現困難な用途（太陽光利用型植物工場への適用等）への開拓を目指し、
産学官の連携体を構築して技術開発・実証評価・可能性試験を実施する。

出典：㈱東芝HP
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県内で抱えている課題に対し迅速に対応するために、ガイドラインを改訂。
【改訂案】
・対象範囲の課題：非ＦＩＴ、小規模への拡大
・看板、雑草、排水の課題：管理計画の提出を要求

また、改訂ガイドラインだけでは解決できない課題に対応できるよう、三重県地域との共生
が図られた再生可能エネルギーの導入検討部会にて引き続き検討。

〇太陽光発電の適正導入に関するガイドラインの更なる改訂

令和７年度以降の取組

〇太陽光発電導入量拡大に向けた取組

ペロブスカイト太陽電池の県内への導入促進策の検討や産学官による実証試験を実施。
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主な課題と今後の取組に関する論点

＜論点②：洋上風力発電について＞

◼ 洋上風力発電について、三重県沖に一定の風況が良い地域があることが判明。
市町合同勉強会を立上げ、市町との意見交換を継続的に実施しているところ。

◼ 並行して、昨年度は港湾の実現可能性に関する調査、景観上の影響を検討す
るための３Ｄイメージデータ作成など実施。今年度は洋上風力発電を導入した場
合の経済波及効果等の調査を進めている。

◼ 一方、近隣では、昨年、愛知県田原市・豊橋市沖が、ＧＩ(グリーンイノベーショ
ン)基金を活用した浮体式実証試験の海域に選定され、和歌山県沖が再エネ海
域利用法に基づく準備区域に指定された。

◼ 県内でも今年１月、四日市で中部圏初となる風力訓練施設が開校している。

◼ 近年は蓄電池、水電解装置などの導入が進み、大規模電源を大需要地に送電
する流れから、エネルギー全体の地産地消に向けた動きもある。

◼ 他地域においては、漁業、景観等に関する共生策などの検討を深めつつ洋上風
力発電を進めているが、三重県の産業構造や環境等の状況を踏まえ、三重県で
特に必要となる視点・論点について、ご意見をいただきたい。
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（参考）再エネ海域利用法の概要

出典：経済産業省HP



（参考）全国の概況

（出典）総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第67回会合） 55
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（参考）愛知県実証事業の概要

出典：愛知県HP
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（参考）中部圏初の風力訓練施設の開校
中部圏初の風力発電専門トレーニング施設、セントラルウインドアカデミー（ＣＷＡ）が、
四日市市内に開校。国際風力機関（ＧＷＯ）が定める基礎安全訓練に基づいたプログラムや
産業用ロープアクセストレーニングを提供し、風力の保守などに携わる作業者が技術と知識
を積むことができる。

出典：CWA資料
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（参考）地域活性化につながる洋上風力発電イメージ

出典：経済産業省HP
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〇洋上風力発電導入可能性調査事業

令和７年度以降の取組

〇県内洋上風力発電関連企業マッチング

GXの推進により、県内ものづくり産業の競争力を維持・強化するため、
新たな協業先とのマッチングを促す。

〇三重県における洋上風力発電に関する市町合同勉強会

洋上風力のポテンシャルを有する市町（伊勢市、鳥羽市、志摩市、南伊勢町）
とともに、地域との共生、環境への影響、経済波及効果など、洋上風力発電に
ついて研究する勉強会を実施する。

※令和６年２月から継続して実施

カーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギーの導入促進を図
るため、洋上風力発電に係る国の次期実証事業への応募を見据えたポテン
シャル調査を実施する。
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＜論点③：まちづくり・産業転換など将来像について ⇒ 新エネビジョンの改定＞

◼ 国では、脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の３つを同時に実現するため
の「グリーントランスフォーメーション」（GX：Green Transformation）に
関する基本方針を策定し、分野別戦略などを検討。

◼ また、令和７年度に第７次エネルギー基本計画を策定予定。計画案では、
2040年度の再エネ割合を「４割から５割」で最終調整。また、再エネのうち、次
世代型太陽電池や洋上風力発電等の技術革新により、導入を拡大していく考え。

◼ 以上から、再エネの導入拡大が急務である一方、カーボンニュートラルの実現にあ
たり、地域でのまちづくりや防災への対応、産業・雇用への影響・効果についても
検討する必要がある。

◼ 県では、「新エネビジョン」の改訂を令和７年度から進め、令和８年度には改定版
の施行を目指す。その改定新エネビジョンについて盛り込む、三重県に求められる
産業・エネルギーの姿をどのように考えるか、また目指すべき方向性や事業等に
ついても御意見をいただきたい。

例：エネルギーの地産地消＋蓄電池拡大事業
（今後の大震災を想定し、エネルギーの地産地消＋蓄電池配備を進め、
災害発生時にも一定期間電気を利用できるような体制を構築）

主な課題と今後の取組に関する論点



61出典：GX実行会議（第１３回）
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出典：GX実行会議（第１４回）



63出典：GX実行会議（第１３回）



64出典：GX実行会議（第１３回）
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第７次エネルギー基本計画の特徴

（１）電源構成の見直し

●2040年度の発電電力量に占める再エネの割合を4～5割程度へ引き上げ。
⇒火力発電を上回る最大の電源と位置づけ
（参考）第6次計画では再エネは30年度に「36～38%程度を見込む」としていた。
●原子力は「２割程度」で、第6次計画で30年度に「20～22%」としていた割合を維持。

出典：資源エネルギー庁
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第７次エネルギー基本計画の特徴

（２）ペロブスカイト型太陽電池、浮体式洋上風力発電への期待

●電源構成に占める再エネの割合について、第7次では40年度目標として4～5割程度とし
ている。全体のエネルギー需要が増加する見通しであり、今後15年で再エネの発電量を2
倍程度に増やす必要がある。

●一方、太陽光発電や陸上風力発電等は開発が進み、国内の適地が減りつつあるため、新
   たな立地で発電できる再エネ電源として、ペロブスカイト型太陽電池、浮体式洋上風力発
電などの拡大を期待。

●ペロブスカイト型太陽電池、浮体式洋上風力発電については、産業政策としても期待され
ている。導入拡大に対し、量産化技術の確立による製造コストの引き下げや、蓄電池等の

   普及による電気をためる仕組みの拡大に関する必要性も指摘。

（３）火力発電の役割

●火力発電について、温室効果ガスを排出するという課題があり、非効率な石炭火力につい
ては段階的に削減していく方針を明記。

●一方で、天候などに左右されやすい再生可能エネルギーの不安定さを補うなど、「重要な役
割を担っている」としている。

●特にLNG火力については、石炭火力より二酸化炭素の排出量が少なく、当面、重要な電
源の一つとして、今後もLNGを安定的に確保していくことの必要性が打ち出された。
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（参考）前回三重県新エネルギービジョン改定スケジュール

2022.7 第１回推進会議開催
※改定三重県新エネルギービジョン骨子案の確認

2022.9 第２回推進会議開催
※改定三重県新エネルギービジョン修正骨子案の確認

2022.10～11   パブリックコメント

2022.12 第３回推進会議
※改定三重県新エネルギービジョンの最終確認

2023.3 改定三重県新エネルギービジョン施行
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